
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年３月時点＞ 

交付限度額 149億 4514万円     

うち令和７年度 交付決定額 78億 6839万円（53%） 

うち令和８年度 交付決定額 ―円（―%） 

残額 70億 7675万円（47%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆ＬＰガス利用者負担軽減（12月補正分）  事業費：6億 350万円 

 LPガスを利用する県内の一般消費者等に対し、LPガス販売事業者を通じた料金の値引きを実施。 

（支援期間：R8.1月～3月、支援額 1,000円（１回限り） 
 

事業者支援 

◆医療・介護・福祉施設への物価高騰・賃上げ支援（12月補正）  事業費：56 億 4,373万円 

 診療報酬など公定価格で運営されており、昨今の物価高騰の影響を価格転嫁できない医療・介護・福祉施設に対して、物価高騰対策の取組を支援すると

ともに、賃上げやサービスを円滑に継続するために必要となる経費に対し支援。 

 

◆中小企業等に対する物価高騰支援（賃上げ、2月補正分）  事業費：10億 3,000万円 

 物価上昇を超える力強い賃上げを行う県内中小企業等を支援するため、賃上げを行った中小企業等に支援金を支給。 

 （従業員賃金を 5％以上引上げ：5万円/人、小規模事業者は従業員賃金を 3％以上引上げ：3万円/人を支援） 

 

◆特別高圧電力価格高騰対策支援金（12月補正分）  事業費：5億 5,540万円 

 国の電気料金引き下げの対象となっていない特別高圧電力を使用する企業を支援。 

 （支援期間：R8.1月～R8.3月、支援単価：中小企業 2.3円/kWh 等） 

 

◆幼児教育・保育施設等への物価高騰対策支援（12月補正分）  事業費：5億 2,607万円 

 物価高騰の影響を受ける幼児教育・保育施設等に対し、支援金を支給。 

 （支援金：対象児童数×11,000円） 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定 

令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について 
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